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シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
今週は、第一回勉強会の振り返り（２）

private company とは何か？
2014.08.08　rev.2　齋藤旬

　corporateはprivate company なのか、それともpublic companyなのか？　今週は、この問題を考察することから始めよう。導入講義。あちこちつまみ食いになるがご勘弁を。
さて、日本の社会通念では、或る会社が、その企業の所有者が私人（しじん）
であるならば私企業、「私的企業」であるとされている。私人というお堅い表現を避けるなら、「民間人」が所有する企業が私的企業、と考えて良いだろう。当然ながら、株式を株式市場に上場し、民間人を含む誰でも購入できるようにした会社も、私企業、「私的企業」であるとされている。他方、公的企業としては、少し古いが「三公社五現業」が典型例。三公社、即ち、日本国有鉄道、日本専売公社、日本電信電話会社など、1980年代1990年代に所謂民営化が進む前の「国有企業」が、「公的企業」の代表格といえる。最近、NPOや新たな公共が議論になり始めているが、まだまだ、所有者が民間人なのかあるいは国家などの非民間人なのかで、私的企業と公的企業を分類しているのが日本の社会通念だと言って良かろう。

この伝でいくと、corporateはprivate companyだと判断されてしまうかもしれない。しかし実はこの推論、正しいとはいえない。なぜなら欧米では、corporateはpublic companyであるというのが（今の）社会通念。特に、そのshareまたはstock、即ち株式が、株式市場にlistされたlisted corporate --- 日本語で言うと上場株式会社の様なもの --- は、日本とは真反対に、private companyではなくてpublic companyであるとされているからだ。
エッ、明治時代に西洋を学んだ学者達がミスをシデカしたか？　否、そんなことはない。実は、かつてcorporateはprivate companyだった。corporateが発明された19世紀後半、即ち、日本人が西洋文明を突貫工事で勉強した19世紀後半の時点では、欧米でも確かに、corporateはprivate companyだった。
先週紹介した『Private Company Law Reform』の第一論文が使っていた表現を借りれば、corporateとはpartnershipの「代替的組織形態」として19世紀末に発明されたもの。即ち、private individual --- 法学用語。和訳は私人（しじん）1 --- 達が、jointly owned business firms（共同所有事業企業）を形成するためのpartnership、これを代替
するためにcorporateは発明された。従ってcorporateはprivate companyとして生み出された。
private companyとして生み出されたはずのcorporateが、如何にして、そうは呼べなくなっていったか？　これを考察するための準備として、今週は、「private companyの本質」を考えてみよう。

private companyの本質は、所有者が私人あるいは民間人であること、ではない。では何だろうか？　手がかりに、www.etymonline.comでprivateの語源 --- この言葉が作られた当時の意味 --- を調べてみよう。
private (adj.)
late 14c., "pertaining or belonging to oneself, not shared, individual; not open to the public;" of a religious rule, "not shared by Christians generally, distinctive;” from Latin privatus "set apart, belonging to oneself (not to the state), peculiar, personal,"･･･
和訳すると：
private (形容詞.)
14世紀後半、religious ruleについて“他者と共有することなく、個々の自分自身に属するないし帰属する～～；publicにopenすることのない／できない～～”を意味する形容詞。あるいは、“自分の特色を示す～～、クリスチャン一般とは共有しない～～”。あるいは、ラテン語のprivatus（皇帝のものでない、個人の、（出典：研究社『羅和辞典』））から転じて、“分離されて際立たされた、（国家でなく）自分自身に属する、特異的な、personalな”･･･
これでお分かりだろう。privateは本来、特殊なreligious ruleを形容するための言葉として西洋中世社会に生み出された言葉だ。ザックリというなら、privateとは「クリスチャン一般とも国家とも共有しない」を意味する形容詞だ。
その背景には、intermediary group（中間団体）
の出現があった。西洋中世社会には、国家からも教会からも距離をおいた組織であって、国家ないし教会と個人との中間に存在する、intermediary group（中間団体）あるいはassociationと呼ばれる、ギルド、大学の様な団体（あるいは組織）が生まれた。この様な中間団体は、国家ともクリスチャン一般とも共有しないで、何らかの活動をした。
実際にprivateが「組織」の形容詞として使われるようになるのは18世紀からだそうだから、西洋中世に現れたこの様な中間団体が、private companyだとまでは言えないが、private companyの原型の一つだと言えるだろう。
private companyのもう一つの原型は勿論、partnership。こちらは先週も述べた様に、西洋中世ではなく古代ローマ時代にはその原型が確認されている。世界貿易百科事典のpartnership解説記事も和訳しておいたので、この解説記事からも、partnershipが古くから使われていることを確認しておいて頂きたい。

ただ、partnershipは、国家ともクリスチャン一般とも共有しない何らかの活動を、特に意識して行っていたわけではない。むしろ、「そうせざるを得なかった」というのが正しい。どういうことかを短く説明すると…。

西ローマ帝国地域では、西暦476年、ゲルマン傭兵隊長オドアケルが西ローマ皇帝を追放し、その後、諸国王とローマ教皇の覇権争いが激化した。従って諸国家と教会の両権威とも、旧・西ローマ帝国地域に十分な社会統治を行えず、商業物流が次第に滞るようになっていった。そんな中、自由商人（free trader）がやむなくというか自然に発達し、11～12世紀には「商業ルネサンス」と呼ばれる時代を迎えた。世界初の商法であるlex mercatoriaが、国家でも教会でもなく商人達自身によって作成された（11-12世紀）。
そう、言うなれば、国家も教会も十分な面倒を見てくれないので仕方なく、自分達で自分達に必要な事柄を供給するprivate companyを作った。それがpartnershipだ。
まとめると、private companyの本質とは、
１）【自主性】：

国家も教会も十分なサポートをしてくれない事柄について自分達で活動すること。
ということになる。また、この１）の「本質」は、自然に次の特性を派生する。
２）【principalがowner】：

そのcompanyのownerは、該「事柄」を必要と感じている本人（principal）自身。

という特性を生むが、それは本質的ではなく派生的特性だ。
　さらに時代が下って19世紀には「契約自由（freedom of contract）」という法理が生まれ、これもprivate companyの必要条件に組み込まれる。

３）【契約自由】：

　　個人達や団体達が、国家当局の規制や審査を受けることなく契約を自由に結べること。
これについての説明は、今は省く。予習したい方は、コラム２７『会計自由って何？』あるいはコラム８３『契約自由の盛衰盛』をご覧頂きたい。
　さて冒頭に説明した「corporateはprivate companyとは呼べなくなった」のは何故か。
その理由は、簡単に言えば、1929年の世界大恐慌以降に現れた、ケインズの管理経済と社会主義の計画経済の展開の中で、corporateに対する国家当局によるregulationが強まり、
１）【自主性】：

国家も教会も十分なサポートをしてくれない事柄について自分達で活動すること。

という「本質」が失われ、３）【契約自由】が保たれているとは言えなくなったからだ。
言い換えれば、所謂、国家とcorporatesの二人三脚 --- corporatismが生まれたからだ。

　特にlisted corporate --- 日本語で言うと上場株式会社の様なもの --- は株主が民間人だと言っても、国家による規制は厳しいものがあり、ますます、private companyとは呼べなくなってきている。むしろ、public companyと呼ぶべきものに変容した。
　1933年、public company化の象徴的出来事：国際連盟で「独立企業間原則」が成立。世界大戦に突入しようという暗雲が立ちこめる中、「corporate間取引は独立企業間取引（arm’s length transaction）であるとして事業所得を算定する」という国際租税原則が成立した。詳しくはコラム４９参照方。ここではポイントだけ説明すると…。
　国境をまたいだ二社のcorporate間の取引は、「公正な利益」をそれぞれの国に落とさなければいけないことになった。つまり、その二社がたとえ関連企業であっても、非関連企業間で取引したとして成立する価格（arm’s length price、独立企業間価格）で取引したと、各国の税務当局は認識し直し、課税所得を算定できることになった。A国からB国に売る価格 --- これを「移転価格」という --- を安くして、つまりA国の儲けを少なくして、B国での儲けを大きくする、という様なことが税制上強く抑制される様になった。

　国家とcorporatesの二人三脚、即ち、corporatismが始まり、企業活動が国家による支援を得て戦争を乗り越え、高度経済成長をもたらす準備が着々と進み出した。
　そして20世紀末、世界の先進各国に於いて、corporateによる高度経済成長が終わり、innovationを原動力とする新たな経済を営む必要性が増す中で、『Private Company Law Reform』が進み、新たなprivate companyとしてpartnershipの進化形態
であるLLC（Limited Liability Company）が出現する。「契約自由」を発展させた「税務会計自由」や「税務当局の損益不認識」という法理も備えたLLCが出現する…、のだがこの話は来週以降としよう。　　　　　　　　　　　　　　　　　今週は以上。来週も乞うご期待。
� 私人（しじん）はprivate individualという法学用語の和訳。その人が所属する団体のagentとしてではなく、そのnatural person自身として行動する人のことを言う。英語では多くの場合、capacity（法的行為能力。「格」と和訳されることもある。）を伴って、private individual capacityあるいはindividual capacityという具合に使われることが多い。これは日本語に直せば、さしずめ、「私人格」とでもなるのだろう。しかし「私人格」という言い方は通常しない。「私人として神社に参拝する」などと使われる。


� 単なる代替ではない。先週も述べた様に、partner達に「control権付き有限責任」をもたらしたうえでpartnershipを代替する事業形態として、corporateは発明された。


　繰り返しになるが、corporateとは、B/S, P/L（貸借対照表、損益計算書）作成が強行法規定になっていて、「企業がリーズナブルなレベルのcorporeal資産を保持し続けるだろう事」が充分に検証できる事業形態のことをいう。即ち、たとえ「control権付き有限責任」を持つowner兼事業controllerに経営を任せたとしても、債務超過（資産－負債がマイナス値）にならない事業controlが為されると信任できる事業形態、これをcorporateという。


� あるいはintermediate organization（中間組織）。詳しくは、�HYPERLINK "20140613%20W98%20intermediary%20groups%20and%20Alexis%20Tocqueville/20140613%20W98%20intermediary%20groups.doc" \t "_blank"��コラム９８『1991年回勅『Centesimus Annus』の中で最も重要と私が思う文章　　～人間のsocial natureを実現できるのは、国家ではなく、中間団体（intermediary groups）です。～』�参照方。


�先週、私の和訳で示した論文「The New Business Entities in Evolutionary Perspective」は、「LLCは、partnershipの進化したものではなくcorporateが進化したもの」という立場をその著者達であるHansmann、Kraakman等は示していた。会社法の専門家であり「有限責任」に関心のある彼等としてはこの意見は妥当だと、私も判断する。しかし、税法・会計法・契約法に関心のある私としては、「税務当局の損益不認識」「会計自由」「契約自由」が適用されるLLCは、やはり、partnershipが進化したものだという立場を取りたい。
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